
論点整理と施策の方向性に係る補足資料

参考資料－２

内閣府
 

地域科学技術施策WG事務局

第3回地域科学技術施策WG 平成20年3月17日（月）

 

15：00-17：00 中央合同庁舎4号館共用第2特別会議室



○地方自治法施行令
第百六十七条の二

 

地方自治法第二百三十四条第二項の規定により随意契約によることができる場合は、次に掲げ

 
る場合とする。

（略）
四

 

新商品の生産により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長

 
の認定を受けた者が新商品として生産する物品を、普通地方公共団体の規則で定める手続により、買い入れる契

 
約をするとき。

（略）

○地方自治法
第二百三十四条

 

売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又はせり売りの方法

 
により締結するものとする。

２

 

前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、これによることができる。
（略）

○地方自治法施行規則
第十二条の三の二

 

普通地方公共団体の長は、地方自治法施行令第百六十七条の二第一項第四号の規定により、新商品の

 
生産により新たな事業分野の開拓を図る者を認定するときは、新商品の生産により新たな事業分野の開拓を実施しようとする

 
者（新商品

 

の生産により新たな事業分野の開拓を実施する法人を設立しようとする者を含む。）に当該新たな事業分野の開

 
拓の実施に関する計画（以下本条において「実施

 

計画」という。）を提出させ、その実施計画が次の各号のいずれにも適合す

 
るものであることについて確認するものとする。
一

 

当該新たな事業分野の開拓に係る新商品が、既に企業化されている商品とは通常の取引において若しくは社会通念上

 
別個の範疇に属するもの又は既に企業化されている商品と同一の範疇に属するものであつても既存の商品とは著しく異なる

 
使用価値を有し、実質的に別個の範疇に属するものであると認められる

 

こと。
二

 

当該新たな事業分野の開拓に係る新商品が、事業活動に係る技術の高度化若しくは経営の能率の向上又は住民生活の

 
利便の増進に寄与するものと認められること。
三

 

次項第四号に掲げる事項が新商品の生産による新たな事業分野の開拓を確実に実施するために適切なものであること。
２

 

実施計画には、次に掲げる事項を記載させなければならない。
一

 

新商品の生産の目標
二

 

新商品の内容
三

 

新商品の生産の実施時期
四

 

新商品の生産の実施方法並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法
（略）

地方自治法施行令等（抄）
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○官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年6月30日法律第97号）

（中小企業者に関する国等の契約の方針の作成等）
第４条

 

国は、毎年度、国等の契約に関し、国等の当該年度の予算及び事務又は事業の予定等を勘案して、中小企業

 
者の受注の機会の増大を図るための方針を作成するものとする。

２

 

経済産業大臣は、あらかじめ各省各庁の長等（国については財政法（昭和２２年法律第３４号）第２０条第２項に規

 
定する各省各庁の長、日本郵政公社又は公庫等については当該法人を所管する大臣をいう。以下同じ。）と協議し

 
て前項の方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

（略）

○平成１９年度中小企業者に関する国等の契約の方針（平成19年6月22日閣議決定）
１

 

中小企業者の受注機会の増大のための措置

（１０）

 

地方支部局等における地元中小企業者等の活用
国等は、地方支分部局等の契約の限度額について、適時見直しを行い所要の引上げを図り、地方支分部局等において消

 
費される物品等については、極力地方支分部局等における調達を促進するとともに、中小企業による地域産業資源を活用し

 
た事業活動の促進に関する法律（ 平成１

 

９

 

年法律第３

 

９

 

号）

 

第２

 

条第２

 

項に規定する地域産業資源を活用した物件又は

 
役務の調達を可能な限り促進することにより、地元中小企業者等の受注機会の増大を図るものとする。

（略）
（１２）

 

技術力のある中小企業者に対する受注機会の増大
国等は、技術力のある中小企業者の受注機会（ 公共事業を除く。）

 

の拡大を図るため、次の措置を講ずるものとする。
（

 

ア）

 

国等は、政府調達（

 

公共事業を除く）

 

手続の電子化推進省庁連絡会議幹事会決定「技術力ある中小企業者等の入札参加機会の拡大につい

 

て」に基づく入札参加機会の拡大措置について、これまでの実施状況を取りまとめて公表し、これを踏まえて当該拡大措置の一層の活用に努

 

めるものとする。
（

 

イ）

 

国等は、技術力の正当な評価を踏まえ、技術力のある中小企業者に関する入札参加資格の弾力化を一層進めるとともに、その受注機会の増

 

大を図るものとする。なお、技術力の評価に際しては、中小企業技術革新制度における技術開発補助金等の交付先中小企業のデータベース

 

の活用など、客観的評価に努めるものとする。
（

 

ウ）

 

国等は、中小企業技術革新制度において採択された中小企業者の技術を評価する施策、研究開発の成果についての展示会や様々な機会を

 

捉えた紹介による事業化の促進を図る施策等と連携し、その受注機会の増大に努めるものとする。

（略）
（１３）

 

新規開業者に対する受注機会の増大に向けての措置
国等は、新市場、新産業の創出・育成による雇用創出の重要性にかんがみ、新規開業中小企業者の受注機会（ 公共事業

 
を除く。）

 

の増大を図るよう特段の配慮に努めるものとする。国等は、新規事業者の入札機会を拡大するために、物品の製

 
造・販売等に係る入札参加資格のあり方の検討を行うものとする。

（略）

中小企業者に対する国等の契約の方針（抄）
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○会計法（昭和22年3月31日法律第35号）

 

最終修正：平成18年6月7日法律第53号
第二十九条の三

 

契約担当官及び支出負担行為担当官（以下「契約担当官等」という。）は、売買、貸借、請負

 
その他の契約を締結する場合においては、第三項及び第四項に規定する場合を除き、公告して申込みをさ

 
せることにより競争に付さなければならない。

○２

 

前項の競争に加わろうとする者に必要な資格及び同項の公告の方法その他同項の競争について必要

 
な事項は、政令でこれを定める。

○３

 

契約の性質又は目的により競争に加わるべき者が少数で第一項の競争に付する必要がない場合及び

 
同項の競争に付することが不利と認められる場合においては、政令の定めるところにより、指名競争に付す

 
るものとする。

○４

 

契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急の必要により競争に付することができない場合及び

 
競争に付することが不利と認められる場合においては、政令の定めるところにより、随意契約によるものと

 
する。

○５

 

契約に係る予定価格が少額である場合その他政令で定める場合においては、第一項及び第三項の規

 
定にかかわらず、政令の定めるところにより、指名競争に付し又は随意契約によることができる。

（略）

○公共調達の適正化について（財計第2017号平成18年8月25日）
１

 

入札及び契約の適正化を図るための措置

（１）

 

競争入札に付する場合の留意事項
競争入札に付する場合は、次に掲げる事項について留意しなければならない。

①競争参加資格の設定
イ

 

予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という。）第73条に定める競争参加資

 
格は、競争を適正かつ合理的に行うために必要な限度において設定されるものであること

 

。
ロ

 

仕様書は、競争を事実上制限するような内容としてはならないこと

 

。

（略）

公共調達の適正化について（抄）
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財務省ＨＰより転載
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